
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金充当事業一覧（令和５年度）

交付対象事業の名称 事業の概要
事業

始期

事業

終期

 支出済額

[単位:円]

 交付金充当額

[単位:円]
経済対策との関係 交付金の区分

重点交付金

推奨メニューとの関係
 成果目標 事業の効果 担当グループ名

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金支給事業【低所得者世帯給付
金】

新型コロナウイルス感染症の影響や、食費等の物価高騰に直面し、家計が悪化している低所得の世帯（令和５年度住民税非
課税世帯）に対し、生活の支援を行うため、電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金を給付するもの。

R5.4 R6.3               193,320               191,788

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

重点交付金
①エネルギー・食料品
価格等の物価高騰に
伴う低所得世帯支援

物価・賃金・生活総合対策として、電力・ガス・食料品等の価格高騰
による負担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい低所得世帯に
対して実施してきた5万円給付については、対象世帯数に対し約8
割の支給を行うことができた。今回の重点支援給付金（3万円給
付）においてはさらなる周知活動に努め関係書類の返送率及び支
給率の上昇（約8.2割以上）をめざしていきたい。

6,444世帯に給付金を支給した。

課税情報がなく対象か不明な世帯も含め7307世帯に申請書類等を送付したので、支給率

は88.19％（実際の対象者だけだと更に増える）と目標を達成し、効果的な事業が行えた

と考える。
生活援護グループ

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金支給事業【低所得者世帯給付
金】（事務費）

新型コロナウイルス感染症の影響や、食費等の物価高騰に直面し、家計が悪化している低所得の世帯（令和５年度住民税非
課税世帯）に対し、生活の支援を行うため、電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金を給付するもの。

R5.4 R6.3                 21,059                 20,452

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

重点交付金
①エネルギー・食料品
価格等の物価高騰に
伴う低所得世帯支援

物価・賃金・生活総合対策として、電力・ガス・食料品等の価格高騰
による負担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい低所得世帯に
対して実施してきた5万円給付については、対象世帯数に対し約8
割の支給を行うことができた。今回の重点支援給付金（3万円給
付）においてはさらなる周知活動に努め関係書類の返送率及び支
給率の上昇（約8.2割以上）をめざしていきたい。

支給した6,444世帯のうち5,480世帯に対し、プッシュ型支給を行うことにより、事務を効率

化し事業を実施した。

生活援護グループ

住民票・印鑑登録証明書コンビニ交付サービス手数料減額事業

新型コロナウイルス感染症の影響や、食費等の物価高騰に直面し、家計が悪化している中、市民が住民票・印鑑登録証明書
をコンビニ交付サービスで取得する場合の手数料を減額するもの。

R5.6 R6.3                  1,543                  1,393

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

重点交付金
③消費下支え等を通
じた生活者支援

コンビニ等交付件数（令和5年度当初比）25%増

コンビニ交付手数料減額開始前のコンビニ交付件数月平均の675件（令和5年度当初）に対し、コ

ンビニ交付手数料減額開始後のコンビニ交付件数月平均は864件となり当初比28％増となった。今

後もコンビニ交付件数を増加するために、利便性の周知を含め積極的にコンビニ交付をアナウンスした

い。
市民窓口グループ

小・中学校給食費物価高騰対策補助金事業

新型コロナウイルス感染症の影響や、物価高騰等により、学校給食費の値上げを検討せざるを得ない状況にある中で、子育
て世帯の経済的な負担の軽減を図るとともに、引き続き質の良い学校給食を提供するため、物価上昇分の学校給食費を全額
補助し、給食費の値上げを抑制するもの。

R5.6 R6.3                 11,404                 10,299

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

重点交付金
②エネルギー・食料品
価格等の物価高騰に
伴う子育て世帯支援

学校給食費の値上げ分を負担することで、子育て世帯の経済的軽
減を図る。
対象児童生徒：4,800名

市立小中学校在籍の児童・生徒の保護者に対し、７月分から３月分までの給食費の物価高騰分を

全額補助することで、保護者負担の軽減を図り、引き続き給食の質を維持することができた。

教育政策グループ

保育所・認定こども園等の給食費無償化事業

新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、食費等の物価高騰等に直面する子育て世帯の経済的な負担の軽
減を図るため、保育所・認定こども園・市立幼稚園等に通う3歳児から5歳児の保護者に対し、給食費（主食費及び副食費）3か
月分を無償化するもの。

R5.10 R5.12                 19,832                 17,911

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

重点交付金
②エネルギー・食料品
価格等の物価高騰に
伴う子育て世帯支援

対象期間中の給食費無償化実施施設率：100％

３歳児から５歳児が通う保育所、認定こども園、市立幼稚園等計42施設に対して、令和５年１0

月から令和５年１2月までの給食費（主食費・副食費）を無償化し、子育て世帯の経済的な負担

の軽減を図ることができた。

　●民間保育所運営費補助金（本事業分）交付額：17,288,420円

　●公立園（市立こども園・市立幼稚園）補助額　　 :　 2,543,680円

こども育成グループ

市内保育所・認定こども園等の給食費・光熱費に係る物価高騰支援事業

新型コロナウイルス感染症の影響や、食材費や光熱費等の高騰などにより経費が上昇している中、栄養バランスや量を維持
した給食を実施するとともに、引き続き感染拡大防止策として換気等を行うことによる光熱費の増大に対応するため、市内に
ある民間保育所・認定こども園・小規模保育施設に対し、補助金を支給するもの。

R5.4 R6.3                  9,949                  8,985

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

重点交付金

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆
浴場等に対する物価
高騰対策支援

対象施設への補助金支給率：100％

市内民間園に対し、食材費や光熱費等の物価高騰を支援するための補助金を交付することで、食材

費高騰の中でも栄養バランスや量を維持した給食を実施することができた。また、引き続き感染拡大防

止策として換気等を行うことによる光熱費の増大に対して支援することができた。

　●民間保育所運営費補助金（本事業分）交付額：9,949,450円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　うち、光熱水費：2,482,000円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　うち、食材費　 ：7,467,450円

こども育成グループ

市内民間放課後児童会への光熱費に係る物価高騰支援事業

新型コロナウイルス感染症の影響や、光熱費等の高騰などにより経費が上昇している中、引き続き感染拡大防止策として換
気等を行うことによる光熱費の増大に対応するため、市内にある民間放課後児童会に対し、補助金を支給するもの。

R5.4 R6.3                         -                         -

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

重点交付金

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆
浴場等に対する物価
高騰対策支援

対象施設への補助金支給率：100％

R3年度の実績と比較し、光熱費が増額していなかったため、補助金の支給対象に該当しなかった。

こども育成グループ

市民生活・地域経済活性化事業

新型コロナウイルス感染症の影響や、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた市民生活の支援、地域経済活
性化及び地域ポイント「さやりんポイント」の促進を図るため、スマートフォンアプリ又は磁気カードに「さやりんポイント」を
チャージすると、チャージ額の30％分の「さやりんポイント」を追加で付与するもの。

R5.6 R6.3               124,975               113,316

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

重点交付金／

通常交付金

③消費下支え等を通
じた生活者支援

ポイントチャージ件数　40,000件

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、エネルギー・食料品価格等の物価高騰

の影響を受けた市民生活のさらなる支援、地域経済活性化及び地域ポイント「さやりんポイン

ト」の促進を図るため、スマートフォンアプリ「chiica」に「さやりんポイント」をチャージした方に、

チャージ額の30％分の「さやりんポイント」を追加で付与した。

令和5年10月からチャージキャンペーンを開始、総額397,094,199円が利用され、市民生

活への支援と地域経済の活性化が図られた。

●付与率：30％　　　（1端末あたりチャージ上限10,000円／３,000ポイント）

●総チャージ件数：31,606件

●総チャージ金額：307,922,000円

●総プレミアム付与ポイント：92,376,600ポイント

●ポイント利用率：99.2%　　　（利用総額397,094,199円／発行総額

400,298,000円）

産業にぎわいづくりグループ


